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証券コード　2351

2019年６月10日

株 主 各 位
埼 玉 県 川 口 市 栄 町 三 丁 目 ２ 番 1 6 号

株 式 会 社 Ａ Ｓ Ｊ

代表取締役会長兼社長 丸 山 治 昭

第36期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第36期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行
使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年６月24日（月曜日）午後
５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 2019年６月25日（火曜日）午後２時(受付開始:午後１時30分)

２．場 所 埼玉県川口市川口三丁目１番１号
　川口総合文化センター　リリア４階　音楽ホール

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第36期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第36期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の「議決権行使書用紙」をご持参いただ
き、会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.asj.ad.jp/）
に掲載させていただきます。
　株主総会の決議結果につきましては、上記ウェブサイトにてご報告させていた
だきます。
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株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（ 2018年４月１日から
2019年３月31日まで ）

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国の経済状況は、個人消費は堅調な雇用情勢

を受け堅調に推移しているものの、輸出低迷や設備投資の伸び鈍化を受け、

不透明な状況が続いております。

このような状況の中、当社グループでは、2019年３月期第４四半期におい

て750,627千円（前年同期比17.4％増）の売上収益を計上する等、既存サービ

ス及びグループ各社の業績が堅調に推移した事により、通期売上収益は

2,315,934千円（前期比2.1％増）と過去最高の売上収益を記録いたしました。

しかしながら、中長期的な成長に向けて、ソフトウェア開発等への積極的

な投資を行った結果、売上原価が増加したことに加え、当連結会計年度中に

提供を予定していた新規ゲームのリリース中止に伴う固定資産除却損を

34,272千円計上するとともに、事業全般の見直しに伴う既存事業の事業計画

の変更を踏まえ、IFRSに基づく減損テストを実施した結果、減損損失を

351,706千円計上いたしました。

その結果、営業損失は423,130千円、親会社の所有者に帰属する当期損失は

439,240千円となりました。

②　設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの主たる設備

投資は、子会社の業容拡大に伴う土地及び建物の購入及び新規事業用のソ

フトウェアの開発であり、総額477,960千円であります。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度中に、子会社の業容拡大に伴う土地及び建物の購入資金

として、金融機関より長期借入金として130,000千円の調達を行いました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。
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当事業年度の事業の状況
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⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

項　　目

第 33 期

(2016年
３月期)

第 34 期

(2017年３月期)

第 35 期

(2018年
３月期)

第 36 期

(2019年
３月期)

日本基準 日本基準 IFRS IFRS IFRS

売 上 高 / 売 上 収 益 (千円) 1,535,629 2,295,560 2,295,560 2,267,392 2,315,934

営業利益又は営業損失(△) (千円) 35,502 △40,160 △21,999 32,779 △423,130

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失(△)/
親会社の所有者に帰属する当期利益又は
親会社の所有者に帰属する当期損失(△)

(千円) 22,593 △67,390 △30,492 18,880 △439,240

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)/
基本的１株当たり当期利益又は
基本的１株当たり当期損失(△)

(円) 3.56 △10.40 △4.71 2.46 △55.94

総 資 産 / 資 産 合 計 (千円) 4,042,675 3,908,119 4,109,254 4,297,029 4,016,445

純 資 産 / 資 本 合 計 (千円) 2,026,286 2,067,697 2,167,087 3,274,214 2,823,777

１株当たり純資産/１株当た
り親会社所有者帰属持分

(円) 316.84 306.12 321.43 416.98 359.62

（注）１．第35期よりIFRSに準拠して連結計算書類を作成しております。また、ご参考までに

第34期のIFRSに準拠した諸数値も併記しております。

２．科目等の表記が日本基準とIFRSとで異なる場合は、両方を併記しております。

３．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失又は基本的１株当たり当期利益又は

基本的１株当たり当期損失は、期中平均発行済株式数から期中平均自己株式数を控除

した株式数により算出しております。

４．１株当たり純資産又は１株当たり親会社所有者帰属持分は、期末発行済株式数から期

末自己株式数を控除した株式数により算出しております。

５．企業結合に係る暫定的な会計処理の確定に伴い、2016年３月期の連結計算書類を遡及

修正しております。
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(3) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

ASUSA Corporation ＵＳ＄100千 100％ インターネット研究・開発

㈱イー・フュージョン 100,000千円 100％
iPhoneアプリの企画開発及
び、Webコンテンツの企画制
作コンサルティング

㈱ Ａ Ｓ Ｊ コ マ ー ス 72,000千円 100％ インターネット通信販売

ア イ テ ッ ク ス ㈱ 452,598千円 100％
人事給与、就業・勤怠・労務
管理システムの開発、販売、
運用支援、保守サービス

（注）上記子会社は、全て連結子会社であります。

なお、東北情報システム株式会社については、2018年10月1日付でアイテックス株式会社を存続

会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

(4) 対処すべき課題

　当連結会計年度において、現時点で予測される将来の損失を一括計上する

とともに事業構造の見直しを実施することで、より柔軟で機動的な企業経営

を行う体制を整備いたしました。

　2020年３月期においては、更なる将来への成長に向けて加速するため、グ

ループ相互間のシナジーを創出し、研究開発活動及び事業の拡充に向けた施

策を講じていくことで、収益性の向上を目指して参ります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご理解とご支援を賜り

ますようお願い申し上げます。

－ 4 －
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(5) 主要な事業内容（2019年３月31日現在）

当社グループは、当社及び連結子会社４社で構成されております。また各

社の主な事業内容はネットサービス事業であり、単一のセグメントでありま

す。

(6) 主要な事業所（2019年３月31日現在）

①当社

本 社 埼玉県川口市栄町三丁目２番16号

技 術 本 部 埼玉県川口市飯塚一丁目18番８号

②子会社

ASUSA　Corporation 本　　社 アメリカ合衆国

㈱イー・フュージョン 本　　社 埼玉県川口市

㈱ＡＳＪコマース 本　　社 埼玉県川口市

アイテックス㈱ 本　　社 東京都中央区

大阪事業所 大阪府大阪市

仙台事業所 宮城県仙台市

(7) 使用人の状況（2019年３月31日現在）

企業集団の使用人の状況

　使用人数　155名（前期末比　6名増）

（注）使用人数は就業員数であります。

(8) 主要な借入先の状況（2019年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 79百万円

株 式 会 社 武 蔵 野 銀 行 49百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 5 －

主要な事業内容、主要な事業所、使用人の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（2019年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 26,400,000株

②　発行済株式の総数 7,947,100株

③　株主数 3,460名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 （ 株 ） 持 株 比 率 （ ％ ）

丸山　治昭 3,164,600 40.30

株式会社SBI証券 307,400 3.91

株式会社三井住友銀行 136,300 1.74

田村　公一 116,400 1.48

株式会社埼玉りそな銀行 113,600 1.45

青木　邦哲 104,500 1.33

ＡＳＪ従業員持株会 95,500 1.22

堀　　正明 92,500 1.18

黒岩　潤司 90,200 1.15

丸山　徳廣 85,000 1.08

(注) １．当社は、自己株式を94,918株保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

－ 6 －

株式の状況
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(2) 会社役員の状況

①　取締役の状況（2019年３月31日現在）

会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長兼社長 丸 山 治 昭 最高経営責任者

専 務 取 締 役 青 木 邦 哲 最高執行責任者

専 務 取 締 役 沼 口 芳 朗 最高技術責任者

常 務 取 締 役 中 島 茂 喜 最高財務責任者

取 締 役 田 代 博 之 事業本部担当役員

取 締 役 星 　 俊 秀 開発部担当役員

取 締 役 仁 井 健 友 ＩＲ部担当役員

取締役（監査等委員・常勤） 田 村 公 一

取締役（監査等委員） 安 永 　 嵩 安永嵩税理士事務所所長

取締役（監査等委員） 石 井 裕 二 税理士法人世田谷税経センター代表社員税理士

(注) １．取締役のうち、安永嵩氏及び石井裕二氏は、社外取締役であります。

２．当該事業年度に係る役員の重要な兼職の状況は､上記のほか､以下のとおりであります。
 

・専務取締役青木邦哲氏は、当社子会社であるアイテックス株式会社の代表取締役社長を

兼務しております。
 

・専務取締役沼口芳朗氏は、当社子会社であるアイテックス株式会社の取締役副社長を兼

務しております。

・常務取締役中島茂喜氏は、当社子会社であるアイテックス株式会社の取締役管理本部長

を兼務しております。
 

・取締役田代博之氏は、当社子会社である株式会社ＡＳＪコマースの取締役を兼務してお

ります。
 

・取締役星俊秀氏は、当社子会社である株式会社イー・フュージョンの取締役を兼務して

おります。
 

・取締役仁井健友氏は、当社子会社である株式会社ＡＳＪコマースの取締役を兼務してお

ります。
 

・取締役（監査等委員）田村公一氏は、当社子会社である株式会社イー・フュージョン、

株式会社ＡＳＪコマース、アイテックス株式会社の監査役を兼務しております。

３．情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するため、常勤の監査等委

員を置いております。

４．取締役（監査等委員）安永嵩氏及び取締役（監査等委員）石井裕二氏は、税理士の資格

を有しており、税務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

５．当社は、安永嵩氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に

届け出ております。

６．当社は、法令に定める員数を欠くこととなる場合に備え補欠の取締役（監査等委員）と

して石井次男氏を選任しております。

－ 7 －

会社役員の状況
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②　取締役の報酬等
・当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ） ７名 88,995千円

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

３名
（２名）

10,980千円
（3,000千円）

合 計
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

１０名
（２名）

99,975千円
（3,000千円）

 
 （注）取締役の報酬限度額は、2015年６月23日開催の第32期定時株主総会において取締役（監査

等委員を除く。）について年額２億円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、取締

役（監査等委員）について年額５千万円以内と決議いただいております。

③　社外役員等に関する事項
イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

の法人等との関係
・取締役（監査等委員）安永嵩氏は、安永嵩税理士事務所所長を兼務し
ております。なお、当社と安永嵩税理士事務所との間には特別な関係
はありません。

・取締役（監査等委員）石井裕二氏は、税理士法人世田谷税経センター
代表社員税理士を兼務しております。なお、当社と税理士法人世田谷
税経センターとの間には特別な関係はありません。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他
の法人等との関係
該当事項はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出 席 状 況 活 動 状 況

取 締 役
(監査等委員)

安 永 　 嵩
取締役会　　 13回全て

監査等委員会 13回全て

主に税理士としての専門的

見地から、必要に応じて適

宜発言を行っております。

取 締 役
(監査等委員)

石 井 裕 二
取締役会　　 13回中全て

監査等委員会 13回中全て

主に税理士としての専門的

見地から、必要に応じて適

宜発言を行っております。

ニ．責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万円又は法令の定め

る額のいずれか高い額としております。

－ 8 －
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(3) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　赤坂有限責任監査法人

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 16,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

16,000千円

(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、

上記当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額には、これらの合計額で記載して

おります。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積

りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人

の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める

項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会

計監査人を解任します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、

解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨

と解任の理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人赤坂有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は500万円又は会社法第425条第

１項に定める額のいずれか高い額としております。

－ 9 －
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(4) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は
以下のとおりであります。

①　当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制

取締役会は、「ＡＳＪ行動基準」を制定し、取締役及び使用人に周知徹
底することにより、高い倫理観に基づいて行動する企業風土を醸成してい
くことを目指す。
内部監査に関する業務については、社長が任命した部署を内部監査担当

部署とし、業務が法令・定款及び社内規程に準拠して行われているかを検
証する。
また、当社グループの財務報告の信頼性を確保するために、一般に公正

妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に従い、適切に報
告する体制を整備し、運用するものとする。

なお、当社グループは、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える
反社会的勢力及び団体とは一切の関係も持たず、毅然とした姿勢で対応す
る。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制並び

に子会社の取締役等の執行に関する事項の当社への報告に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、情報の内容
に応じて保存及び管理の責任部署を「文書取扱規程」において定める。
責任部署は、取締役の職務の執行に係る情報を、定款・法令及び社内規

程に基づき、定められた期間において厳正に管理・保管する。
また、子会社についても「関係会社管理規程」により、当社の取締役会

の承認を得るべきもの、当社の管理部署に報告すべき事項を定める。

③　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

経営上のリスクの分析及び対策の検討については、取締役会が行い、各
部署においては、社内規程を整備し、取締役の管理のもと各部署の長が運
用・管理を行うことにより、リスク低減に努めるものとする。

万が一、不測の事態が発生した場合には、社長以下で構成する対策本部
を設置して迅速な対応を行い、被害の拡大を防止し最小限に留めるよう努
める。

－ 10 －
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④　当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基
礎として定時取締役会及び適宜臨時取締役会を開催し、迅速に意思決定を
行う。
取締役会の決定に基づく職務執行については、組織規程、職務権限基準

表その他の社内規程において、それぞれ責任者及びその職務内容、執行手
続きの詳細について定める。
業績管理に関しては、取締役会において、年度毎に予算・事業計画を策

定し、月次で予実管理を行う。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

当社は、「関係会社管理規程」を定め、これを基礎として、子会社各社
で諸規程を定めるとともに、子会社取締役、監査役及び使用人と意思疎通
を図ることで、企業集団における情報の共有と職務執行の適正を確保する。

⑥　監査等委員の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使

用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当社は、監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた
場合、必要に応じて人員を配置する。
また、監査等委員より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命

令に関して、取締役等の指揮命令を受けない。

⑦　取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人が監査等委

員に報告するための体制

監査等委員は、当社及び子会社の重要な決裁資料及び関係資料を閲覧で
きるものとする。
重大な定款違反、法令違反及び不正な行為並びに当社グループに著しい

損害を及ぼす恐れのある事実を発見したときは、当社の取締役は監査等委
員に、子会社の取締役は監査役に速やかに報告する。また、子会社の監査
役は、監査等委員に対して子会社のコンプライアンスの状況等を定期的に
報告する。
内部通報窓口担当者は、当社及び子会社の使用人からの内部通報につい

て内容が法定・定款違反等の恐れのあるときは、監査等委員会へ報告する。

⑧　前記⑦の報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱い

を受けないことを確保するための体制

当社及び子会社は、内部通報窓口担当者に報告を行った使用人に対し、
当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、そ
の旨を周知徹底する。
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⑨　監査等委員の職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針

に関する事項

監査等委員がその職務の執行について生じる費用等の請求をしたときは、
監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに
処理をする。

⑩　その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員は、内部監査室との連携を基に、適切な意思疎通及び効果的
な監査を遂行する。また、必要に応じて、会計監査人に報告を求めるもの
とする。

(5) 業務の適正を確保するための体制の運用状況

当社及び子会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は

以下のとおりであります。

①　取締役の職務執行については、取締役が法令、定款及び社内規程に則っ
て自ら率先して行動するように徹底しております。取締役会については
原則、毎月１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。
法令や定款に定める事項、業務執行に関する決議を行っております。

②　監査等委員会において定めた監査方針、監査計画等に基づき監査を実施
するとともに、代表取締役、会計監査人並びに内部監査室との間で必要
に応じて情報交換を行うことで、運用状況を確認しております。

③　経営上のリスクの分析及び対策の検討については取締役会が行い、各部
署においては、社内規程を整備し、各所属長が運用・管理を行うことに
よりリスク低減に努めております。

④　財務報告の適正性と信頼性を確保するため、内部統制評価計画に基づき、
内部統制評価を実施いたしました。

(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社では、株主様に対する利益還元を重要な経営課題の一つと認識してお
り、株主資本の充実と長期的な安定収益力の維持に努めていくとともに、継
続的に配当を実施していく方針であります。

また、当社は定款の定めに従い、剰余金の配当について、法令に別段の定
めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定め
ることとしております。当期の剰余金の配当につきましては、2019年５月15
日開催の取締役会決議により、１株当たり普通配当２円とさせていただきま
した。
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連 結 財 政 状 態 計 算 書

（2019年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産

流 動 資 産

現金及び現金同等物

営業債権及びその他の債権

そ の 他 の 金 融 資 産

棚 卸 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

非 流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

の れ ん

無 形 資 産

そ の 他 の 金 融 資 産

繰 延 税 金 資 産

その他の非流動資産

1,508,017

745,039

549,075

50,048

123,279

40,573

2,508,428

1,421,673

295,728

618,691

166,895

3,266

2,172

負 債

流 動 負 債 817,900

社 債 及 び 借 入 金 13,008

営業債務及びその他の債務 401,982

前 受 金 218,824

未 払 法 人 所 得 税 等 22,495

引 当 金 39,422

そ の 他 の 流 動 負 債 122,168

非 流 動 負 債 374,767

社 債 及 び 借 入 金 115,908

退職給付に係る負債 141,098

引 当 金 25,489

繰 延 税 金 負 債 82,463

その他の非流動負債 9,808

負 債 合 計 1,192,668

資 本

親会社の所有者に帰属する持分 2,823,777

資 本 金 1,373,833

資 本 剰 余 金 1,236,586

自 己 株 式 △42,491

その他の資本の構成要素 69,188

利 益 剰 余 金 186,660

資 本 合 計 2,823,777

資 産 合 計 4,016,445 負 債 及 び 資 本 合 計 4,016,445

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 収 益 2,315,934

売 上 原 価 △1,533,313

売 上 総 利 益 782,621

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △819,334

そ の 他 の 収 益 1,676

そ の 他 の 費 用 △388,095

営 業 損 失 △423,130

金 融 収 益 3,741

金 融 費 用 △878

税 引 前 損 失 △420,267

法 人 所 得 税 費 用 △18,972

当 期 損 失 △439,240

親会社の所有者に帰属する当期損失 △439,240

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連結持分変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：千円）

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

資 本 金 資本剰余金 自 己 株 式

その他の資本の構成要素

その他の包括利益を
通じて公正価値で測
定 す る 金 融 資 産

在外営業活
動体の換算
差 額

2018年４月１日残高 1,373,833 1,236,586 △42,460 66,231 △1,580

当 期 利 益 － － － － －

そ の 他 の 包 括 利 益 － － － 3,228 1,309

当 期 包 括 利 益 合 計 － － － 3,228 1,309

自 己 株 式 の 処 分 － － △30 － －

配 当 金 － － － － －

所 有 者 と の 取 引 額 合 計 － － △30 － －

2019年３月31日残高 1,373,833 1,236,586 △42,491 69,459 △270

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

合 計
その他の資本の
構 成 要 素 利 益 剰 余 金 合 計

合 計

2018年４月１日残高 64,650 641,604 3,274,214 3,274,214

当 期 利 益 － △439,240 △439,240 △439,240

そ の 他 の 包 括 利 益 4,537 － 4,537 4,537

当 期 包 括 利 益 合 計 4,537 △439,240 △434,702 △434,702

自 己 株 式 の 処 分 － － △30 △30

配 当 金 － △15,704 △15,704 △15,704

所 有 者 と の 取 引 額 合 計 － △15,704 △15,735 △15,735

2019年３月31日残高 69,188 186,660 2,823,777 2,823,777

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結計算書類の作成基準

当社及びその子会社（以下、当社グループ）の連結計算書類は、会社計算規則第120条第1項

の規定により、国際会計基準（以下、IFRS)に準拠して作成しております。なお、連結計算書類

は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しております。

(2) 連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数　　　　　　４社

・連結子会社の名称　　　　　ASUSA Corporation

株式会社イー・フュージョン

株式会社ＡＳＪコマース

アイテックス株式会社

なお、東北情報システム株式会社については、2018年10月1日付けでアイテックス株式会

社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

(3) 持分法の適用に関する事項

　　該当事項はありません。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(5) 会計方針に関する事項

①　金融資産の評価基準及び評価方法

(ⅰ) 当初認識及び測定

当社グループは、金融資産について、純損益又はその他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融資産、償却原価で測定する金融資産に分類しております。この分類は、

当初認識時に決定しております。

当社グループは、金融資産に関する契約の当事者となった取引日に当該金融商品を認

識しております。

すべての金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する区分に分類される場合を除

き、公正価値に取引費用を加算した金額で測定しております。

金融資産は、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分

類しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業

モデルに基づいて、資産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッ

シュ・フローが特定の日に生じる。

償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定する金融資産に分類

しております。

公正価値で測定する資本性金融資産については、純損益を通じて公正価値で測定しな

ければならない売買目的で保有される資本性金融資産を除き、個々の資本性金融資産ご

とに、純損益を通じて公正価値で測定するか、その他の包括利益を通じて公正価値で測

定するかを指定し、当該指定を継続的に適用しております。
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(ⅱ) 事後測定

金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。

・償却原価により測定する金融資産

償却原価により測定する金融資産については、実効金利法による償却原価により測定

しております。

・公正価値により測定する金融資産

公正価値により測定する金融資産の公正価値の変動額は純損益として認識しており

ます。

ただし、資本性金融資産のうち、その他の包括利益を通じて公正価値で測定すると指

定したものについては、公正価値の変動額はその他の包括利益として認識しておりま

す。なお、当該金融資産からの配当金については、金融収益の一部として当期の純損益

として認識しております。

(ⅲ) 金融資産の認識の中止

当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅す

る、又は当社グループが金融資産の所有のリスクと経済価値のほとんどすべてを移転す

る場合において、金融資産の認識を中止しております。当社グループが、移転した当該

金融資産に対する支配を継続している場合には、継続的関与を有している範囲におい

て、資産と関連する負債を認識いたします。

(ⅳ) 金融資産の減損

償却原価により測定する金融資産については、予想信用損失に対する貸倒引当金を認

識しております。

当社グループは、期末日ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著し

く増加しているかどうかを評価しており、当初認識時点から信用リスクが著しく増加し

ていない場合には、12ヵ月の予想信用損失を貸倒引当金として認識しております。一方

で、当初認識時点から信用リスクが著しく増加している場合には、全期間の予想信用損

失と等しい金額を貸倒引当金として認識しております。ただし、営業債権については、

信用リスクの当初認識時点からの著しい増加の有無にかかわらず、常に全期間の予想損

失と等しい金額で貸倒引当金を認識しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しております。

正味実現可能価額は、通常の事業過程における見積売価から、完成までに要する見積原価

及び見積販売費用を控除した額であります。

取得原価は、原材料費、直接労務費、直接経費及び製造間接費のすべてを含めておりま

す。代替性がなく特定のプロジェクトのために製造され区分されている財またはサービス

の棚卸資産の原価は個別法により算定しており、その他は先入先出法で算定しております。
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③ 有形固定資産の減価償却方法

有形固定資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減

損損失累計額を控除した価額で計上しております。

取得原価には、資産の取得に直接関連する費用及び資産の原状回復費用が含まれておりま

す。

各資産は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で減価償却を行っております。

主要な資産項目ごとの見積耐用年数は以下のとおりです。

・建物　　　　　　　５－50年

・車両運搬具　　　　６年

・工具器具備品　　　４－20年

なお、見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、各年度末に見直しを行い、変更

があった場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

④ 無形資産の償却方法

(ⅰ) のれん

当社グループは、のれんを取得日時点で測定した、被取得企業に対する譲渡対価の公

正価値から、取得日時点における識別可能な取得資産及び引受負債の公正価値を控除し

た額として、当初測定しております。

のれんは、当初認識後においては、取得原価から減損損失累計額を控除して測定して

おります。のれんの償却は行わず、毎期又は減損の兆候が存在する場合には、その都

度、減損テストを実施しております。

のれんの減損損失は連結損益計算書において認識され、その後の戻し入れは行ってお

りません。

(ⅱ) その他の無形資産

無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しております。企業結合で取得した無形資

産の取得原価は取得日現在の公正価値で測定しております。自己創設無形資産は、資産

化の要件を満たす開発費用を除いて、発生時の費用として認識しております。

当初認識後は、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で計上し

ております。耐用年数を確定できない無形資産を除いて、それぞれの見積耐用年数にわ

たり、定額法で償却しております。

主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりです。

・ソフトウェア　　　３～５年

・顧客関連資産　　　15年

⑤ リース資産

リース取引は、所有に伴うリスクと経済価値が実質的にすべて当社グループに移転する場

合は、ファイナンス・リースに分類し、それ以外の場合はオペレーティング・リースに分類

しております。

ファイナンス・リース取引におけるリース資産は、リース開始日に算定したリース物件の

公正価値と最低リース料総額の現在価値のいずれか低い金額で当初認識しております。当

初認識後は、当該資産に適用される会計方針に基づいて、見積耐用年数とリース期間のいず

れか短い年数にわたって、減価償却を行っております。リース料は、利息法に基づき金融費

用とリース債務の返済額に配分し、金融費用は費用として認識しております。

オペレーティング・リース取引においては、支払リース料はリース期間にわたって定額法

により費用として認識しております。
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⑥ 引当金

引当金は、過去の事象の結果として、現在の法的又は推定的債務を有しており、当該債務

を決済するために経済的便益を持つ資源の流出が必要となる可能性が高く、当該債務の金額

について信頼性のある見積りができる場合に認識しております。

貨幣の時間的価値の影響に重要性がある場合は、引当金の金額は、債務を決済するために

必要となると見込まれる支出の現在価値としております。現在価値の算定に当たって使用

する割引率は、貨幣の時間価値と当該負債に固有のリスクについての現在の市場の評価を反

映した税引前の利率です。時の経過に伴う割引率の割戻しは金融費用として認識しており

ます。

資産除去債務引当金については、賃借契約終了時に原状回復義務のある賃借事務所の原状

回復費用見込額について、各物件の状況を個別具体的に勘案して見積り、計上しておりま

す。

⑦ 従業員給付

(ⅰ) 短期従業員給付

短期従業員給付は、勤務対価として支払うと見込まれる金額を見積り、割引計算は行

わず、負債及び費用として認識しております。有給休暇費用は、将来の有給休暇の権利

を増加させる勤務を従業員が提供したとき負債及び費用として認識しております。賞

与は、当社グループが、従業員から過去に提供された勤務の対価として支払うべき現在

の法的又は推定的債務を負っており、かつ、その金額を信頼性をもって見積ることがで

きる場合、負債及び費用として認識しております。

(ⅱ) 退職後給付

一部の連結子会社は、従業員の退職後給付の制度として確定給付制度を運営しており

ます。退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付に係る負債とする方法により

計算した結果が、IAS第19号の原則的な方法に従って計算した結果と近似しているため、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付に係る負債とする方法を適用してお

ります。

⑧ 収益

当社グループでは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）収益を認識する。

⑨ その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

IFRS第15号（顧客との契約から生じる収益）の適用

当社グループは、当連結会計年度よりIFRS第15号（顧客との契約から生じる収益）を適用

しております。収益認識に関する当社グループの会計方針は、「１．連結計算書類作成のた

めの基本となる重要な事項に関する注記⑧収益」に記載しています。IFRS第15号の適用によ

る当社グループの業績及び財政状態に及ぼす影響は軽微です。
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３．表示方法の変更

（連結財政状態計算書）

前連結会計年度において、「その他の負債」に含めていた「前受金」は、連結計算書類の

利用者にとって、より明瞭で分かりやすい表示にするため、当会計年度では独立掲記してい

ます。

４．連結財政状態計算書に関する注記

　担保に供している資産

　　有形固定資産 120,003千円

　担保に係る債務

　　社債及び借入金 128,916千円

　資産から直接控除した貸倒引当金 4,082千円

　有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 576,487千円

５．連結持分変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期 首 株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度

末 株 式 数

普 通 株 式 7,947,100株 －株 －株 7,947,100株

(2) 自己株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期 首 株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度

末 株 式 数

普 通 株 式 94,900株 18株 －株 94,918株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

2018年５月15日開催の取締役会において次のとおり決議いたしました。

・配当金の総額 15,704千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 2円

・基準日 2018年３月31日

・効力発生日 2018年６月12日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

2019年５月15日開催の取締役会において次のとおり決議いたしました。

・配当金の総額 15,704千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 2円

・基準日 2019年３月31日

・効力発生日 2019年６月11日
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループにおける資金運用は、安全性の高いものに限定して運用しております。

営業債権に係る信用リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に沿ってリスク低

減を図っております。金利の変動に係る変動リスクに関しては、当社グループの資金管理

事務処理規程に基づき管理しております。金銭債務は、流動性リスクに晒されていますが、

当社グループでは各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。

(2) 金融商品の公正価値等に関する事項

2019年３月31日における帳簿価額と公正価値は、次のとおりであります。

帳 簿 価 額 公 正 価 値

（千円） （千円）

資　　産

現 金 及 び 現 金 同 等 物 745,039 745,039

営業債権及びその他の債権 549,075 549,075

そ の 他 の 金 融 資 産 216,943 216,943

資 産 合 計 1,511,059 1,511,059

負　　債

営業債務及びその他の債務 401,982 401,982

社 債 及 び 借 入 金 128,916 128,916

負 債 合 計 530,898 530,898

金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務）

短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

（その他の金融資産）

上場株式の公正価値については、期末日の市場価格によって算定しております。非上場株式

の公正価値については、純資産価値に基づく評価技法等により算定しております。

（社債及び借入金）

社債及び借入金の公正価値は、同一の残存期間で同条件の借入を行う場合の金利を用いて、

将来キャッシュ・フローを割引方法により測定しております。
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７．投資不動産に関する注記

投資不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり親会社所有者帰属持分 359円62銭

(2) 基本的１株当たり当期利益 △55円94銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

１０．その他注記

減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

減損損失の内容

会社名 用途 種類
金額

（千円）

株式会社ＡＳＪ ネットサービス事業
ソフトウェア 257,823千円

その他 93,882千円

合　　　　計 351,706千円

当連結会計年度において、事業全般の見直しに伴う、既存事業の事業計画の変更を踏まえた

結果、上記の資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

てその他の費用に計上しております。

なお、回収可能価額は、主として使用価値により測定しており、将来のキャッシュ・フロー

を7.47％で割り引いて算出しております。
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貸　借　対　照　表

（2019年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

短 期 貸 付 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

そ の 他

繰 延 資 産

792,572

380,576

45,979

1,423

5,148

252,715

100,000

6,728

2,623,111

1,385,502

492,157

1,469

15,817

1,435

874,546

76

46,842

42,899

3,943

1,190,766

33,015

1,153,708

4,043

2,441

流 動 負 債 412,540

短 期 借 入 金 13,008

買 掛 金 12,492

未 払 金 256,212

未 払 費 用 9,979

未 払 法 人 税 等 10,521

前 受 金 89,641

預 り 金 12,534

そ の 他 8,150

固 定 負 債 120,724

長 期 借 入 金 115,908

そ の 他 4,816

負 債 合 計 533,265

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,884,822

資 本 金 1,373,833

資 本 剰 余 金 1,226,559

資 本 準 備 金 684,396

その他資本剰余金 542,162

利 益 剰 余 金 326,920

その他利益剰余金 326,920

繰越利益剰余金 326,920

自 己 株 式 △42,491

評 価 ・ 換 算 差 額 等 38

その他有価証券評価差額金 38

純 資 産 合 計 2,884,860

資 産 合 計 3,418,125 負 債 純 資 産 合 計 3,418,125

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 723,073

売 上 原 価 348,169

売 上 総 利 益 374,904

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 416,364

営 業 損 失 △41,460

営 業 外 収 益

受 取 配 当 金 28,692

そ の 他 1,621 30,313

営 業 外 費 用

支 払 利 息 62

新 株 予 約 権 発 行 費 償 却 1,560

株 式 交 付 費 償 却 1,869

そ の 他 2 3,495

経 常 損 失 △14,641

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,382 1,382

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 34,272

減 損 損 失 300,145 334,417

税 引 前 当 期 純 損 失 △347,676

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,277

当 期 純 損 失 △350,954

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰 余 金
合 計

 

その他利益
剰 余 金 利 益

剰 余 金

合 計
繰 越 利 益
剰 余 金

2018年４月１日残高 1,373,833 684,396 542,162 1,226,559 693,579 693,579

事業年度中の変動額 － － － － － －

剰 余 金 の 配 当 － － － － △15,704 △15,704

当 期 純 利 益 － － － － △350,954 △350,954

自己株式の処分 － － － － － －

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額(純額)
－ － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － △366,658 △366,658

2019年３月31日残高 1,373,833 684,396 542,162 1,226,559 326,920 326,920

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計自己株式

株主資本
合 計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計

2018年４月１日残高 △42,460 3,251,511 150 150 3,251,662

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △15,704 － － △15,704

当 期 純 利 益 － △350,954 － － △350,954

自己株式の処分 △30 △30 － － △30

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額(純額)
－ － △112 △112 △112

事業年度中の変動額合計 △30 △366,689 △112 △112 △366,801

2019年３月31日残高 △42,491 2,884,822 38 38 2,884,860

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

1）有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

②　満期保有目的の債券　　　　原価法を採用しております。

③　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品　　　　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しておりま

す。

(2) 固定資産の減価償却の方法

1）有形固定資産　　　　　　　　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を

採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　　5～50年

　車両運搬具　　　　　6年

　工具器具備品　　4～20年

2）無形固定資産

・自社利用のソフトウェア　　　社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を

採用しております。

・その他の無形固定資産　　　　定額法を採用しております。

(3) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は､ 決算日の直物為替相場により円貨に換算し､ 換算差額は損益

として処理しております。

(4) 引当金の計上基準

　　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上してお

ります。なお、当事業年度においては該当がないため計

上しておりません。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

　　消費税等の会計処理　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によってお

ります。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

 有形固定資産 120,003千円

(2) 担保に係る債務

 社債及び借入金 128,916千円

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 508,939千円

(4) 関係会社に対する短期金銭債権債務

関係会社に対する短期金銭債権 138,267千円

関係会社に対する短期金銭債務 2,778千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高 97,007千円

売上高 75,679千円

販売費及び一般管理費 21,546千円

営業取引以外の取引高 185千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 94,900株 18株 －株 94,918株

※自己株式の増加は、単元未満株式の買取請求に応じたものであります。

５．税効果会計に関する注記

   繰延税金資産及び、繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

未払事業税 2,550千円

未払事業所税 332千円

繰延税金資産（流動）小計 2,883千円

評価性引当額 △2,883千円

繰延税金資産（流動）計 －千円

繰延税金資産（固定）

税務上の繰越欠損金 69,991千円

減損損失 94,892千円

繰延税金資産（固定）小計 164,884千円

評価性引当額 △164,884千円

繰延税金資産（固定）計 －千円

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 16千円

繰延税金負債（固定） 16千円

－ 27 －

個別注記表



2019/05/28 0:07:09 / 18481259_株式会社ＡＳＪ_招集通知

６．関連当事者との取引に関する注記

子会社

種 類
会社等の

名 称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
(千円)

子会社
アイテッ
クス株式
会 社

直接 100.0
役員の兼任
開発業務受託

ソフトウェ
ア開発業務
の 受 託

50,000

売掛金

貸付金
受取利息

35,361

100,000
185

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．借入利息は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２．ソフトウェア開発業務の受託については、市場価格を鑑み、個別案件ごとに決定

しております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たりの純資産額 367円40銭

(2) １株当たりの当期純利益 △44円70銭

８．重要な後発事象に関する注記

 該当事項はありません。

９．その他注記

 減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

減損損失の内容

用途 種類 金額

ネットサービス事業
ソフトウェア 243,073千円

その他 57,071千円

合　　　計 300,145千円

当事業年度において、事業全般の見直しに伴う、既存事業の事業計画の変更を踏まえた結果、

上記資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上しております。

なお、回収可能価額は、主として使用価値により測定しており将来のキャッシュ・フローを

7.47％で割り引いて算出しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年５月24日

株式会社ＡＳＪ

取締役会　御中

赤坂有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 本 顕 三 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 林 　 令 史 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＡＳＪの
2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、す
なわち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連
結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、連結計算書類を国際会計基準で求められる開示項目の一

部を省略して作成することを認めている会社計算規則第120条第１項後段の
規定により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が
国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき
監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又
は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。
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監査意見
　当監査法人は、会社計算規則第120条第1項後段の規定により国際会計基準
で求められる開示項目の一部を省略して作成された上記の連結計算書類が、
株式会社ＡＳＪ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年５月24日

株式会社ＡＳＪ

取締役会　御中

赤坂有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 本 顕 三 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 林 　 令 史 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＡＳ
Ｊの2018年４月１日から2019年３月31日までの第36期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監
査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。
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監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査等委員会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第36期事業

年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び

結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に

関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用

の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査方針、監査計画、職務の分担等に従い、会社

の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等

からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及

び財産の状況を調査しました。また、子会社については、毎月開催され

る取締役会において、子会社の事業報告を受けるほか、常勤監査等委員

が子会社の監査役を兼務し、子会社の取締役及び使用人等と意思疎通及

び情報の交換を図り、必要に応じて業務及び財産の状況の調査をいたし

ました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005

年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態計算書、連結損益計

算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 33 －

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人赤坂有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人赤坂有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

2019年５月24日

株式会社ＡＳＪ　監査等委員会

常勤監査等委員 田 村 公 一 

監 査 等 委 員 安 永 　 嵩 

監 査 等 委 員 石 井 裕 二 

 

（注）監査等委員安永嵩及び石井裕二は、会社法第２条第15号及び第331条第

６項に規定する社外取締役であります。

以　上

－ 34 －

監査等委員会の監査報告
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株主総会参考書類
第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件

本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名全
員は任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）７名の選任をお願いするものであります。なお、本議案につきましては、
監査等委員会において検討がなされ、各候補者は当社の取締役として適任である
との意見表明を受けております。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当社
の 株 式 数

１

まる

丸
やま

山
 

　
はる

治
あき

昭
(1953年１月16日)

1984年２月　当社設立　代表取締役社長就任

2005年１月　代表取締役会長兼社長

最高経営責任者就任（現任）

3,164,600株

（取締役候補者とした理由）

　丸山治昭氏は、1984年に当社を設立以来、創業者として、常に優れた先見性とリー

ダーシップを発揮して、会社を牽引してまいりました。今後も、当社グループの企業

価値の向上・業容の拡大に向けて、経営方針・企業戦略の意思決定を行う取締役とし

て適任と考え、引き続き取締役候補者といたしました。

２

あお

青
き

木
 

　
くに

邦
のり

哲
(1967年５月14日)

1999年４月　当社入社

1999年12月　取締役就任

2005年４月　常務取締役最高財務責任者就任

2008年４月　専務取締役最高財務責任者就任

2013年７月　専務取締役最高執行責任者就任

（現任）

（重要な兼職の状況）

アイテックス株式会社　代表取締役社長

104,500株

（取締役候補者とした理由）

　青木邦哲氏は、最高財務責任者及び最高執行責任者を歴任する等、当社グループの

財務・経営全般において尽力しております。その実績・経験から、当社の企業価値の

向上に資する者として、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 35 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当社
の 株 式 数

３

ぬま

沼
ぐち

口
 

　
よし

芳
ろう

朗
(1963年５月10日)

2000年９月　当社入社

2001年４月　執行役員就任

2002年６月　取締役就任

2005年４月　常務取締役最高技術責任者就任

2008年４月　専務取締役最高技術責任者就任

（現任）

（重要な兼職の状況）

アイテックス株式会社　取締役副社長

12,500株

（取締役候補者とした理由）

　沼口芳朗氏は、最高技術責任者を務め、当社グループの技術全般を統括しておりま

す。その実績・経験から、当社の企業価値の向上に資する者として、引き続き取締役

候補者といたしました。

４

なか

中
じま

島
 

　
しげ

茂
き

喜
(1953年６月７日)

1983年10月　昭和監査法人　入社

1987年10月　公認会計士　登録

2013年６月　新日本有限責任監査法人　退社

2013年７月　当社入社

　　同　　　執行役員最高財務責任者就任

2018年６月　常務取締役最高財務責任者就任

　　　　（現任）

（重要な兼職の状況）

アイテックス株式会社　取締役管理本部長

100株

（取締役候補者とした理由）

　中島茂喜氏は、当社の最高財務責任者として、当社グループの財務・会計全般を含

む管理業務全般を統括しております。また、公認会計士として長年の実績を有してお

り、その実績・経験から、当社の企業価値の向上に資する者として、引き続き取締役

候補者といたしました。

－ 36 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当社
の 株 式 数

５

た

田
しろ

代
 

　
ひろ

博
ゆき

之
(1973年７月25日)

1999年５月　当社入社

2008年６月　取締役就任（現任）

（担当）事業本部担当役員

（重要な兼職の状況）

株式会社ＡＳＪコマース　取締役

82,500株

（取締役候補者とした理由）

　田代博之氏は、各種サービスの運営全般を統括しております。その実績・経験から、

当社の企業価値の向上に資する者として、引き続き取締役候補者といたしました。

６

ほし

星
 

　
 

　
とし

俊
ひで

秀
(1975年１月19日)

1998年３月　当社入社

2007年４月　開発部長就任

2008年４月　ＡＰ開発部長就任

2008年６月　取締役就任（現任）

（担当）開発部担当役員

（重要な兼職の状況）

株式会社イー・フュージョン　取締役

21,700株

（取締役候補者とした理由）

　星俊秀氏は、ソフトウェア開発を統括しております。その実績・経験から、当社の

企業価値の向上に資する者として、引き続き取締役候補者といたしました。

７

に

仁
い

井
 

　
たけ

健
とも

友
(1975年６月26日)

2000年８月　当社入社

2008年６月　取締役就任（現任）

（担当）ＩＲ部担当役員

（重要な兼職の状況）

株式会社ＡＳＪコマース　取締役

5,000株

（取締役候補者とした理由）

　仁井健友氏は、法定開示及び適時開示等に関する業務を統括しております。その実

績・経験から、当社の企業価値の向上に資する者として、引き続き取締役候補者とい

たしました。

（注）各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

－ 37 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役３名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となり

ますので、新たに監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものでありま

す。なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

１

た

田
むら

村
 

　
きみ

公
かず

一
(1959年３月15日)

1986年２月　当社入社

2007年７月　内部監査室副室長就任

2008年６月　常勤監査役就任

2015年６月　当社取締役（監査等委員）

　　　　　　　　　　　　就任（現任）

（重要な兼職の状況）

　株式会社イー・フュージョン監査役

　株式会社ＡＳＪコマース監査役

　アイテックス株式会社監査役

116,400株

（監査等委員である取締役候補者とした理由）

田村公一氏は、当社に長年勤務した実績・経験を基に、当社グループの事業に関す

る豊富な知見を有しており、経営の健全性及び透明性の向上に貢献する資質と見識を

備えていることから、引き続き監査等委員である取締役候補者といたしました。

２

やす

安
なが

永
 

　
 

　
たかし

嵩
(1945年２月５日)

2002年７月　練馬東税務署法人課税第６部門

　　　　　　統括国税調査官

2004年７月　甲府税務署特別国税調査官

2005年６月　税理士登録

　　　　　　安永嵩税理士事務所所長（現任）

2006年６月　当社社外監査役就任

2015年６月　当社社外取締役（監査等委員）

　　　　　　　　　　　　　　就任（現任）

（重要な兼職の状況）

　安永嵩税理士事務所所長

11,300株

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由）

安永嵩氏は、税理士として会社税務・法務に精通しており、会社経営に関する充分

な見識を有しており、経営の健全性及び透明性の向上に貢献する資質と見識を備えて

いることから、引き続き監査等委員である取締役候補者といたしました。

－ 38 －

監査等委員である取締役選任議案



2019/05/28 0:07:09 / 18481259_株式会社ＡＳＪ_招集通知

候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

３

いし

石
い

井
 

　
ゆう

裕
じ

二
(1949年９月２日)

2004年７月　東京国税局税務相談室相談官

2009年７月　麹町税務署特別国税調査官

2010年６月　税理士登録

2010年７月　税理士法人世田谷税経センター

　　　　　　社員税理士

2015年８月　税理士法人世田谷税経センター

　　　　　　代表社員税理士（現任）

2017年６月　当社社外取締役（監査等委員）

　　　　　　　　　　　　　　就任（現任）

（重要な兼職の状況）

　税理士法人世田谷税経センター代表社員税理士

300株

（監査等委員である社外取締役候補者とした理由）

石井裕二氏は、税理士として会社税務・法務に精通しており、会社経営に関する充

分な見識を有しており、経営の健全性及び透明性の向上に貢献する資質と見識を備え

ていることから、引き続き監査等委員である取締役候補者といたしました。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．安永嵩氏及び石井裕二氏は、社外取締役候補者であります。

３．安永嵩氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、同氏の在任期

間は、本総会終結の時をもって４年となります。なお、同氏は、過去に当社の業務執

行者でない役員（監査役）であったことがあります。

４．石井裕二氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、同氏の在任

期間は、本総会終結の時をもって２年となります。

５．当社は、安永嵩氏及び石井裕二氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基

づく損害賠償責任の限度額は、100万円または法令の定める額のいずれか高い額として

おり、両氏が再任された場合、当該責任限定契約を継続する予定であります。

６．当社は、安永嵩氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指名し、同取引所

に届け出ております。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員と

する予定であります。

－ 39 －

監査等委員である取締役選任議案
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第３号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

2017年６月22日開催の第34期定時株主総会において補欠の監査等委員である取

締役に選任されました石井次男氏の選任の効力は、本総会開始の時までとされて

おりますので、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場

合に備え、補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものでありま

す。

なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

いし

石
い

井
つぐ

次
お

男
(2012年６月20日)

1972年４月　石井鋳工株式会社入社

1990年２月　船津地産株式会社入社

1991年１月　有限会社リフェスト設立

　　　　　　　同社代表取締役就任（現任）

2000年６月　当社社外監査役就任

（重要な兼職の状況）

有限会社リフェスト代表取締役

35,900株

（補欠の監査等委員である取締役候補者とした理由）

石井次男氏は、長年にわたる会社代表者として企業経営に携わっており、会社経営に関する

充分な見識を有しており、経営の健全性及び透明性の向上に貢献する資質と見識を備えている

ことから、引き続き補欠の監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．石井次男氏は、補欠の社外取締役候補者であります。

３．当社は、石井次男氏が監査等委員である取締役に就任した場合、同氏との間で、会社

法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万円また

は法令の定める最低責任限度額のいずれか高い額としております。

以　上

－ 40 －

補欠の監査等委員である取締役選任議案
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定時株主総会会場ご案内図

至大宮

JR京浜東北線

川口駅

至東京

西口 東口

産
業
道
路

川口
キャスティ

そごう

キュポラ

改札階デッキから
直接ご来場できます。

川口リリア

川口総合文化センター　リリア４階　音楽ホール

埼玉県川口市川口三丁目１番１号

048-258-2000

ＪＲ川口駅西口より徒歩１分

※川口駅西口通路よりご来場いただけます。

※駐車券の配付はございません。お車でのご来場はご遠慮ください。

地図




